
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３９０１

挑戦的萌芽研究

2013～2011

日本における国際義務の国内実施に関する裁判と立法・行政との対話

Dialog between judges and political branches in domestic implementation of internati
onal obligations in Japan

４０１９４６１７研究者番号：

小畑　郁（OBATA, Kaoru）

名古屋大学・法学（政治学）研究科（研究院）・教授

研究期間：

２３６５３０１３

平成 年 月 日現在２６   ５ １９

円     1,500,000 、（間接経費） 円       450,000

研究成果の概要（和文）： 国際法規則の適用は、入管法のように既存の国内法体系が存在する分野では、この国内法
の構造に強く規定され、この構造との関係で一定程度の創意工夫が不可欠であるが、そうした創意工夫をする前に、不
適用に押し流される傾向がある。にもかかわらず、既存の国内法体系との強い緊張関係は、一部に革新的な判例を生み
出し、これが、最近比較的多くみられる立法的な措置による国際法実施方法の積極的な改革に関わりをもっている。総
じて、国際法の実効的な実施がなされていない状況については、裁判官のみに責任を追及することはできず、さしあた
り条約締結時の内閣と国会の行動パターンを批判的にみていく必要があるということがいえる。

研究成果の概要（英文）：In the fields where the relevant domestic law system already exists, some inovativ
e interpretation would be indispensable to adjust the existing structure of law system. In general, Japane
se courts tend to avoid such efforts, simply to declare non-applicabilty of international legal norms. Nev
ertheless, hard tension with the existing system of law leads some of judges to adopt rather evoltive inte
rpretation, and such judicial precedents are, to some extent, relevant to recent reforms for effective imp
rementation of international law through legislative measures. In sum, we cannot attribute main responsibi
lity to judges for ineffective implementation of international law. we should pay more attention to behavo
rs of Cabinet and Diet at the time of adhesion to international treaties 
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１．研究開始当初の背景 
本研究の研究代表者・研究分担者・連携研
究者は、「日本の国際法判例」研究会（第２
期）のメンバーとして、毎年の国際法に関わ
る日本国内の裁判例を網羅的に収集し、デー
タベース化した上で簡単な解説を付すとい
う活動を行ってきていた（「日本の国際法判
例」研究会（第 2期）2006「日本の国際法判
例(17)」国際法外交雑誌 104 巻 4 号、同
2007-2010「解説・日本の国際法判例(1)～(4)」
同誌 106巻 1号、4号、107・108巻各 4号）。
その過程で気づいたのは、最近、国際法の重
要な判例が現れるとともに、国際法に関連す
るさまざまな立法もなされていることであ
った。さらに、かつても、立法の動向が法律
施行前にも裁判所に影響を及ぼしているの
ではないか、と思われる例があったが、最近
では、裁判所の動向が制定・改正される法律
に影響を及ぼしているとの見方が成り立つ
例も現れてきていた。 
たとえば、2004年法律 73号による入管法
改正は、日本の難民法の大幅な修正をもたら
したが、この直前に収容についても執行停止
を認めたり、60日ルールの妥当範囲を限定し
たりするいくつかの下級審判例があったこ
とが想起された。また、対外国民事裁判権法
（2009年法律 24号）と東京三洋・パキスタ
ン事件の最高裁判決（2006年 7月 21日）を
はじめとした裁判例との関係も、検討の余地
があった 
 
２．研究の目的 
 本研究は、ますます国内における実施が求
められるようになっている国際義務の日本
における履行について、単に条約締結時の法
律・制度改正や裁判所による条約等の国内適
用にのみ焦点を合わせるのではなく、下級審
の判断も含めた裁判所における動向と立
法・行政の動向を総合的に捉えて分析しよう
とするものであった。とくに裁判所の活動と
立法・行政のそれとの間にある程度の相互作
用が生まれているのではないか、との仮説を
立てて、その立証を目指して研究をすすめた。 
 
３．研究の方法 
「日本の国際法判例」研究会を本研究推進の
母体としながら、日本の裁判所の裁判例の網
羅的収集とデータベース化の作業を継続し
ながら、とくに子どもの権利などの人権条約
関連分野、入管法および国家免除の分野につ
いて、立法・行政の活動との相互連関に注意
しながら、考察をすすめた。 
 こうした作業と平行して、さしあたりある
程度先行研究のある個別分野である児童の
権利条約締結時の状況を、国会での議論や関
連文献の検討等を通じて実態を調査した。 
このような条約締結時の動向が裁判所に
どのような作用を及ぼしたのかを、上記研究
会の過去の作業などを手がかりに考察した 
 こうした研究を推進し、整理・統合するた

めに、研究会の事務局体制を名古屋大学内に
整備した。 
 
４．研究成果 
これまで蓄積してきた経験により、国際法
に関係する国内判例の抽出作業を継続し、悉
皆的調査と研究代表者・研究分担者・連携研
究者で組織する研究会における徹底的討論
に基づいてデータベース化する作業を継続
した。このうち、2008-2010年の判例につい
ては、紙媒体で公表した（後掲・「日本の国
際法判例」研究会（第ﾌ期）2011, 2013, 2014）。 
この作業を通じて、日本の裁判所における
国際法の取り扱いについて、これまで単に印
象的に指摘される、関係国際法規則とそれに
関わる資料が個人の権利にプラスに働く場
合には消極的に、マイナスに働く場合には積
極的に、引証・解釈されるという傾向につい
て客観的証拠を提供することになる。また、
行政や立法において国際義務に関わる実務
にある程度の変更が加えられている場合に
は、それを前提に解釈を実質的に変更し新た
な法理論的整理を与えるという判例の機能
も、ごく傾向的にではあるが、見いだすこと
ができる。 
この作業を通じて、また、西松建設事件（最
判 2007･4･27 民集 61 巻 3号 1188 頁）につい
て、これまでの判例のみならず行政解釈との
関係で位置づけと評価がなされている。これ
は、連携研究者・板倉美奈子の解説の形で公
表されたが（後掲・「日本の国際法判例」研
究会（第 2 期） 2011）、その多くの部分が、
上記研究会における議論に基づくものであ
る。また、とくに国家免除との関係で近年の
日本判例の考え方を批判的に考察する成果
が生まれている（後掲・水島 2012）。 
さらに、事例研究として、児童の権利条約
締結時の国内法整備について、先行業績の検
討を行った 
国際義務と日本の実務との関係という観
点からの個別研究として、まず第１に、主権
免除についての本格的で包括的な研究が刊
行された。ここでは、とくに、日本の国際法
判例の展開と到達点が分析され、それとの関
係で、2010 年施行の対外国民事裁判権法の評
価が試みられている。 
第２に、国際環境法の動向との関係での日
本の実務については、とくにポスト京都議定
書の国際レジームを日本の法政策との関係
で分析した研究、福島原発事故との関係で環
境に関する国際義務と日本の実務を評価す
る研究を発表した。 
第３に、日本の移民政策の転換点とも捉え
られる入管法 2009 年改正を、実務との関係
で分析した研究を発表した。より具体的な制
度については、2004 年の入管法改正で導入さ
れた難民認定申請者に対する仮滞在許可制
度について、裁判所が、難民条約の要請とい
う側面をほとんど看過し、入管行政の観点を
重視しており、その結果、法文とは逆に許可



が裁量的なものとなってしまっていること
が明らかになった。 
以上のように、本研究から得られた知見は
多岐にわたるが、現段階で、簡潔に要約する
と次のようになる。 
まず、国内裁判所は一般に国際法の適用に
消極的ともいわれ、いわゆる直接適用可能性
については、一部の判例により比較的高い敷
居が設けられているが、こうした態度で一貫
しているわけではないこと、こうした消極的
な態度は、個人に利益を認める国際法規則
（人権条約など）において比較的強く現れる
が、個人に負担を課す文脈では、かなり安直
に国際法規則に依拠する判例もあること、国
際法規則の適用は、入管法のように既存の国
内法体系が存在する分野では、この国内法の
構造に強く規定され、国際法規則の実効的な
適用のためには、この構造との関係で、創意
工夫が不可欠であるが、日本の裁判所の一般
的傾向に沿って、そうした創意工夫をする前
に、不適用に押し流される傾向があること、
にもかかわらず、既存の国内法体系との強い
緊張関係は、一部に革新的な判例や裁判官の
意見を生み出し、これが、最近多くみられる
立法的な措置による国際法実施方法の積極
的な改革に関わりをもっていることなどで
ある。総じて、国際法の実効的な実施がなさ
れているとは言い難い状況については、裁判
官のみに責任を追及することはできず、立法
府や行政府の（不）活動状況をも注視する必
要があり、さしあたり条約締結時の内閣と国
会の行動パターンを批判的にみていく必要
があるということがいえる。 
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